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スマートフォン・タブレット端末・PC の普及が 

国民生活満足度にもたらす影響についての実証研究

峰 滝 和 典

要旨　本稿の目的は，スマートフォンやタブレット端末，パソコンの普及が人々の生活満足

度の向上をもたらしているかどうかを検証することである。スマートフォンの普及率はパソ

コンを上回っている。他方スマホ依存という言葉に象徴されるように，スマートフォンの悪

影響を問題視する見解も多い。本稿では地域パネルデータを用いて，生活満足度とスマート

フォンやタブレット端末，パソコンの普及の関係に関して実証研究を行った。

　主な実証結果は以下の通りである。スマートフォンとタブレット端末の保有世帯割合が，

現在の生活に対する満足度について両者ともプラスに影響していることかわかった（p＜０.０１）。

スマートフォンの保有世帯割合が，自己啓発・能力の面での現在の生活の満足度にプラスの

効果を与えていることがわかった（p＜０.１）。タブレット端末の保有世帯割合については，自

己啓発・能力の面とレジャー・余暇面ともに現在の生活の満足度にプラスの効果を与えてい

ることがわかった（前者 p＜０.０５, 後者 p＜０.１）。

Summary　The purpose of this paper is to verify effects of usage of smartphone, 

tablet terminal, and personal computer on the life satisfaction in Japan by using re-

gional data from ２０１１ to ２０１７.　Previous studies pointed out the negative effect of 

smartphone as the word,“smartphone addiction”.

　Main results of this study are � Usages of smartphone and tablet terminal have 

positive effects on the life satisfaction（p＜０.０１）, � Usage of smartphone has positive 

effect on self-development（p＜０.１）, and � Usage of tablet terminal has effects on 

both self-development（p＜０.０５）and leisure（p＜０.１）.
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１．は　じ　め　に

ICT 機器の普及が国民の生活満足度に貢献しているか否かを検証することが本稿の目的

である。ICT と生活満足度の関係をとらえるには GDP や生産性といった従来の尺度では

不十分である。例えばソーシャルメディアによって友達ができた場合，それ自体は経済活

動ではないが人々の幸福感に影響を与えている可能性がある。自分が充実している写真を 

Facebook や Instagram に頻繁に投稿する人は，他者からの反応に対して充実感を味わ

うかもしれないし，虚栄心が満たされるかもしれない。逆に他者からの承認欲求が高まる

ことで不安感が高まるかもしれない。スマートフォンの登場によって，他者と繋がってい

る時間が増加した人も多いであろう。このような事象は GDP に反映しなくとも，人々の

幸福感に何らかの影響を与えていると本稿では考える。そこで本稿では国民の生活満足度

という尺度に焦点をあて，ICT 機器の普及がもたらしている影響について検証した。

GDP に代わる豊かさの指標構築の試みの１つに OECD の「Better life index」があり，

１１の指標から成り立ち，その１つに生活満足度が含まれている。このインデックスには生

活満足度とは別に所得も構成要素に入っている。所得要因も生活満足度と関係があると思

われるが別の構成要素となっていることに注目したい。

生活者としての ICT 機器は従来パソコンが中心的役割を果たしていたが，近年スマー

トフォンやタブレット端末が普及している。iPhone が初めて米国で発売されたのは２００７

年のことである。日本では２００８年に iPhone の発売が始まった。２０１７年に入り，全世界で

の利用台数は４０億に達していると推計されている（総務省（２０１８））。スマートフォンは，

今や世界中でインターネット接続に最も使われている機器といえる。グラフ１は，スマー

トフォンやタブレット端末，パソコンの普及率の推移を示している。近年スマートフォン

とパソコンの普及率が逆転してきていることが分かる。本稿の問題意識は，スマートフォ

ンやタブレット端末，パソコンの普及が人々の生活満足度の向上をもたらしているかとい

うことである。

総務省（２０１８）によると「スマートフォンの特徴は，多重的な機能と利便性にある。小

さなパソコンと携帯電話の両方の性格を有するので，使い道は個々人・世代によって大き

く異なる。」と述べられている。スマートフォンは人々の生活に大きな影響を与えている。

持ち運びが可能で多機能を備えており操作は簡単である。情報検索，動画コンテンツの閲

覧，ｅコマース，電子決済など多様である。携帯電話としての通信機能も備えている。
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LINE や Twitter，Facebook などのソーシャルメディアをスマートフォンで使用するこ

とも多い。スマートフォンは人々のコミュニケーションの在り方にも影響を与えているも

のと思われる。

本稿では，自己啓発・能力面での生活の満足度と，レジャー・余暇面での生活の満足度

のそれぞれに対して，スマートフォンの普及がもたらす影響に関しても実証分析を行って

いる。実証分析を通して結局のところ，スマートフォンの普及が人々の生活の満足度を押

し上げているか，あるいは押し下げているのかということを明らかにしたい。

先述のようにスマートフォンを用いてソーシャルメディアを利用することも多いと思わ

れる。そこで何のためにソーシャルメディアを利用するかを考えることも必要である。総

務省（２０１８）はソーシャルメディアの利用についてアンケートを実施しており，「ソーシャ

ルメディアを利用して良かったと思えたことについては，「新しい友人ができた」「相談相

手ができた」のように『①新しいつながりの創出』に関わる項目を回答した人はそれぞれ

２０％以下である。また，「家族や友人との結びつきが深まった」，「しばらく連絡を取って

いなかった人と再び連絡を取ることができるようになった」のような『②既存のつながり

強化』に関する項目の回答率もそれぞれ２０％以下である。一方，「社会や経済等に関する

最新のニュースや情報を得ることができた」，「趣味や身近な地域の話題など，自分が興味

のある情報を得ることができた」のような『③情報の収集』に関わる項目，あるいは「暇

つぶしができた」（④暇つぶし）に対する回答の割合はそれぞれ約３０％であった。」と結果

をまとめている（（総務省（２０１８））。 総務省（２０１８）によると，日本でのソーシャルメディ
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アの利用目的は，他人とのつながりを得るためにソーシャルメディアを利用するというよ

りも，情報の収集や，暇つぶしの手段という目的でソーシャルメディアを利用することに

メリットを感じる傾向にあるといえる。この調査はスマートフォン利用によるソーシャル

メディア利用に限定したものではないが，スマートフォン普及度がパソコン普及度を超え

た今日，総務省（２０１８）のアンケート調査結果は，スマートフォン利用目的についても示

唆するものと考えられるであろう。

Twenge Jean M., et.al.（２０１８）は，２０１２年以降，米国の若者の心理的幸福感は急速に

低下していることに着目して，２０１０年代初頭のスマートフォンの普及が若者の心理的幸福

感にマイナスの影響を与えてきた可能性があることを指摘している。米国の大規模データ

をもとに分析した結果であり，スマートフォンの長時間利用の是非に問題を投げかけた。

Mengwei Bian and Louis Leung（２０１４）は中国の大学生を対象としてスマートフォ

ン利用と心理的特性（孤独感，シャイネスなど）の関係を検証しており，孤独感，シャイ

ネスが高まりとスマートフォン依存が生じるという結論を得ている。

Valentina Rotondi, et. al.（２０１７）はイタリアの１４０,０００人規模の大規模データを用い

て，スマートフォンの利用と友人と過ごす時間の交差が生活の満足度にマイナスの影響を

もたらすことについて，操作変数を用いた推計方法で実証している。

Se-Hoon Jeong, et. al.（２０１６）は韓国の２０の小学校から選出した９４４人を対象に，スマ

ホ依存をもたらす要因を調査している。ユーザーのタイプとしては，セルフコントロール

力が弱くストレスを感じやすい人ほどスマホ依存になりやすいと分析している。メディア

の種類別には，SNS とゲームがスマホ依存をもたらしやすく，ゲームより SNS の方がそ

の傾向にあることを明らかにしている。また勉強目的のスマートフォンの利用にはスマホ

依存の傾向はないという。

向後朋子等（２０１５）は QOL の観点から日本の大学生のスマホ利用を分析しており，趣

味や寝たり食べたりする生活時間，そして家族・友達と過ごす時間を大切にしている対象

者の場合，スマホはこれらの時間を侵食することで QOL 評価を低くする要因となってい

ると述べている。

橋元良明等（２０１９）は，日本のデータを用いて学歴別に母親の PSD 状況に関して統計

分析を行っており，「こどもと一緒に食事をしているときに，スマートフォンを取り出し

て確認してしまう」において１％水準で有意差が見られ，高卒以下で有意に回答割合が低

く，大卒以上で有意に回答割合が高い結果となり，学歴が上がるほど回答割合が高かった

と分析している。以上の先行研究は総じてスマートフォンのマイナスの影響を結論づけて
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いる。

本稿では２０１１年～２０１７年の１２地域ブロックのパネルデータを用いて，パソコン，スマー

トフォン，タブレット端末が生活満足度に与える影響について以下で実証的に考察したい。

２
　

 では実証分析の枠組みとデータの説明を行い，３
　

 で実証分析の結果を紹介する。４
　

 でま

とめを述べる。

２．実証分析の枠組みとデータの説明

本稿では内閣府の「国民生活に関する世論調査」と総務省の「通信利用動向調査（世帯

編）」の地域別データを組み合わせて，地域別の生活満足度とスマートフォン及びタブレッ

ト端末普及の関係についてのパネル分析を行う。

「通信利用動向調査（世帯編）」は２０１１年からスマートフォン地域別保有状況の質問項目

があるため，本稿の目的上，２０１１年～２０１７年までを対象とした。「通信利用動向調査（世

帯編）」では都道府県別にスマートフォン・タブレット端末・パソコンの保有状況が掲載

されている。グラフ２～グラフ４は都道府県別にスマートフォン・タブレット端末・パソ

コンの保有状況をグラフ化したものである。近年スマートフォン保有率が総じて高まって

いること，都道府県によって差が見られることがわかる。

それに対して，「国民生活に関する世論調査」は都道府県別には公表されておらず，北

海道，東北，北関東，南関東，北陸，東山，東海，近畿，中国，四国，北九州，南九州の

１２ブロックの地域単位のデータしか利用可能でない。因みに，東北は青森県・岩手県・宮

城県・秋田県・山形県・福島県，北関東は茨城県・栃木県・群馬県，南関東は埼玉県・千

葉県・東京都・神奈川県，北陸は新潟県・富山県・石川県・福井県，東山は山梨県・長野

県・岐阜県，東海は静岡県・愛知県・三重県，近畿は滋賀県・京都府・大阪府・兵庫県・

奈良県・和歌山県，中国は鳥取県・島根県・岡山県・広島県・山口県，四国は徳島県・香

川県・愛媛県・高知県，北九州は福岡県・佐賀県・長崎県・大分県，南九州は熊本県・宮

崎県・鹿児島県・沖縄県である。そこで「通信利用動向調査（世帯編）」の都道府県別の

スマートフォン・タブレット端末・パソコンの保有状況を「国民生活に関する世論調査」

の１２ブロックの地域に再集計することで，２０１１年～２０１７年の１２地域ブロックデータセット

を作成し，統計分析に用いた。

「国民生活に関する世論調査」からは，現在の生活に対する満足度における「満足して

いる」と「まあ満足している」の割合の合計を生活満足度として新たな変数を作成した。
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グラフ２　スマートフォン，タブレット型端末，パソコン保有率 

（総務省「平成２９年通信利用動向調査」）
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グラフ３　スマートフォン，タブレット型端末，パソコン保有率 

（総務省「平成２６年通信利用動向調査」）
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グラフ４　スマートフォン，タブレット型端末，パソコン保有率 

（総務省「平成２３年通信利用動向調査」）



また同じく「国民生活に関する世論調査」の現在の生活の各面での満足度のなかの，それ

ぞれ所得・収入，自己啓発・能力向上，レジャー・余暇生活の「満足している」の割合を

満足度変数として用いた。

３．実証分析の結果

スマートフォン・タブレット端末・パソコンの保有状況は，１２地域ブロックごとに集計

した各年のスマートフォン・タブレット端末・パソコンの保有世帯割合である。これが本

稿の主な説明変数である。

それに対して被説明変数は現在の生活満足度，現在の生活の各面での満足度（自己啓発・

能力向上，レジャー・余暇生活）である。

表１には，本稿で用いる変数の記述統計を記載している。

第一にスマートフォン・タブレット端末・パソコンの保有世帯割合が現在の生活満足度

にどのように影響するのかについての実証分析を行った（表２～４）。

第二にスマートフォン・タブレット端末・パソコンの保有世帯割合が現在の生活の各面

での満足度（自己啓発・能力向上及びレジャー・余暇生活）にどのように影響するのかに

ついての実証分析を行った（それぞれ表５，６，表７）。

分析方法はパネル分析の固定効果モデルと変量効果モデルである。パネルデータには時

系列データやクロスセクションデータだけではコントロールできない個体別の多様性が含

まれており，それをコントロールすることで標本に含まれる共通の効果を知ることができ

る。固定効果モデルと変量効果モデルの選択についてはハウスマン検定で行った。

表２は現在の生活に対する満足度とスマートフォン・タブレット端末・パソコンのそれ

ぞれの保有世帯割合のパネル分析の結果である。

スマートフォンのケースでは，固定効果モデルが選択され，スマートフォンの保有世帯

割合の係数が１％水準で有意な結果となった。つまりスマートフォンの保有世帯割合が高

いと現在の生活に対する満足度が高いと回答する世帯割合が高くなるという結果である。

タブレット端末のケースではハウスマン検定の結果から判別できないものの，固定効果

モデル変量効果モデルのいずれの場合も，タブレット端末の有意性が１％水準で満たされ

ている結果となった。

パソコンのケースでは固定効果モデルが選択されたものの，パソコン保有世帯割合の係

数がマイナスとなった。
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次に表３は，現在の生活に対する満足度とスマートフォン・タブレット端末・パソコン

のそれぞれの保有世帯割合のパネル分析に，現在の生活の各面での満足度のなかの所得・

収入を説明変数に加えた結果である。現在の生活に対する満足度には所得・収入要因が影

響を与えている可能性があり，それを考慮した上でもスマートフォン・タブレット端末・

パソコンのそれぞれの保有世帯割合が統計的に有意な結果となるかを検証した結果である。

スマートフォンのケースでは，固定効果モデルが選択され，スマートフォンの保有世帯

割合の係数が１％水準で有意な結果となった。所得・収入要因を説明変数に加えても表２

と同様に統計的に有意な結果が得られた。

タブレット端末のケースもスマートフォンのケースと同じく固定効果モデルが選択され，

タブレット端末の保有世帯割合の係数が１％水準で有意な結果となり，所得・収入要因を

説明変数に加えても表２と同様に統計的に有意な結果が得られたことがわかる。

パソコンのケースで固定効果モデルが選択されパソコン保有世帯割合の係数は統計的に

有意な結果とはならなかった。

次に表４は，現在の生活に対する満足度とスマートフォン・タブレット端末・パソコン

のそれぞれの保有世帯割合のパネル分析に，現在の生活の各面での満足度のなかの所得・

収入と犯罪率を説明変数に加えた結果である。犯罪率も現在の生活に対する満足度に影響

を与えている可能性があり，それを考慮した上でもスマートフォン・タブレット端末・パ

ソコンのそれぞれの保有世帯割合が統計的に有意な結果となるかを検証した結果である。

犯罪率には刑法犯（交通業過を除く）検挙数に対する対人口比率を用いた。

スマートフォンのケースでは，固定効果モデルが選択され，スマートフォンの保有世帯

割合の係数が１％水準で有意な結果となった。タブレット端末のケースもスマートフォン

のケースと同じく固定効果モデルが選択され，タブレット端末の保有世帯割合の係数が

１％水準で有意な結果となった。パソコンのケースで固定効果モデルが選択されパソコン

保有世帯割合の係数は統計的に有意な結果とはならなかった。

表３と表４より，所得・収入要因を考慮した上で，スマートフォンとタブレット端末の

それぞれの保有世帯割合が現在の生活に対する満足度にプラスの効果を持つということが

わかった。

表５は現在の生活の各面での満足度（自己啓発・能力）に対してスマートフォン・タブ

レット端末・パソコンの保有世帯割合がもたらす効果についての検証結果である。

スマートフォンのケースでは，変量効果モデルが選択された。スマートフォンの保有世

帯割合の係数が１０％水準で有意な結果となった。
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タブレット端末のケースでも変量効果モデルが選択された。タブレット端末の保有世帯

割合の係数が５％水準で有意な結果となった。

パソコンのケースでは固定効果モデルが選択されパソコン保有世帯割合の係数がマイナ

スとなった。

表６は，表５の分析に所得・収入に関する満足度を説明変数に加えた場合の推計結果で

ある。

スマートフォンのケースでは，変量効果モデルが選択された。スマートフォンの保有世

帯割合の係数は，５％水準で有意な結果となった。

タブレット型端末のケースでは変量効果モデルが選択された。タブレット型端末の保有

世帯割合の係数は，５％水準で有意な結果となった。

パソコンのケースでは固定効果モデルが選択され，パソコン保有世帯割合の係数がマイ

ナスとなった。

表５表６の結果をまとめると，やや統計的有意性は低いものの，スマートフォンとタブ

レット端末の両ケースで，それぞれの保有世帯割合が自己啓発・能力の面での現在の生活

の満足度にプラスの効果があることがわかった。

表７は現在の生活の各面での満足度（レジャー・余暇生活）に対してスマートフォン・

タブレット端末・パソコンの保有世帯割合がもたらす効果についての検証結果である。

スマートフォンのケースでは，変量効果モデルが選択された。スマートフォンの保有世

帯割合の係数は統計的に有意（１０％水準）とはならなかった。

タブレット端末のケースでは，変量効果モデルが選択された。タブレット端末保有世帯

割合の係数は１０％水準で統計的に有意という結果になった。

パソコンのケースでは，固定効果モデルが選択された。パソコン保有世帯割合の係数が

マイナスとなった。

表７の結果をまとめると，唯一タブレット端末の保有世帯割合がレジャー・余暇面での

現在の生活の満足度にプラスに働くことが統計的有意性は低いもののわかった。 
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表１　用いる変数の記述統計

最大値最小値標準偏差平均サンプル数

７７.０５４.５ ４.０６９.１８４現在の生活に対する満足度（「満足している」と「まあ満足している」の合計の割合）

１１.９ ４.７ １.７ ８.３８４自己啓発・能力向上（「満足している」の割合）

１７.１ ７.７ １.９１２.５８４レジャー・余暇生活（「満足している」の割合）

８０.６２０.０１５.５５８.２８４スマートフォン利用者割合

４０.５ ４.７１０.０２３.４８４タブレット型端末利用者割合

８６.０５８.４ ５.９７４.０８４パソコン利用者割合

５４.４３７.３ ３.７４５.９８４所得・収入（「満足している」と「まあ満足している」の合計の割合）

 ５.５ １.７ ０.８ ２.９８４犯罪率
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表２　現在の生活に対する満足度と ICT 機器保有割合のパネル分析

変量効果モデル固定効果モデル

標準誤差係数標準誤差係数

０.０１９*** ０.１５１０.０１９*** ０.１４７スマートフォン保有割合

１.２５３***６０.３４８１.１４８***６０.５７６定数項

８４８４サンプル数

０.４５４０.４５４R-sq:　within

０.４０００.４００between

０.３９００.３９０overall

ハウスマン検定

２０.５１χ2

０.０００Prob>chi2

***:１％有意水準，**:５％有意水準，*:１０％有意水準
以下同様

変量効果モデル固定効果モデル

標準誤差係数標準誤差係数

０.０３１*** ０.２１８０.０３１*** ０.２１１タブレット型端末保有割合

０.９３２***６４.０１７０.７９３***６４.１９１定数項

８４８４サンプル数

０.３８９７０.３８９７R-sq:　within

０.４２０１０.４２０１between

０.３４０８０.３４０８overall

ハウスマン検定

－７.６χ2

―Prob>chi2

変量効果モデル固定効果モデル

標準誤差係数標準誤差係数

０.０８７ ０.００２０.１１０*－０.２０１パソコン保有割合

６.４５５***６８.９８５８.１６３*** ８３.９６５定数項

８４８４サンプル数

０.０４４６０.０４R-sq:  within

０.３１４２０.３１between

０.０２８５０.０３overall

ハウスマン検定

８.８９χ2

０.００３Prob>chi2
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表３　現在の生活に対する満足度と ICT 機器保有割合のパネル分析
（所得・収入に関する満足度を説明変数に加えたケース）

変量効果モデル固定効果モデル

標準誤差係数標準誤差係数

０.０７２*** ０.６２１０.０８２*** ０.４６９所得・収入に関する満足度

０.０１７*** ０.１１１０.０１７*** ０.１１９スマートフォン保有割合

３.１３５***３４.１５８３.５９４***４０.７１０定数項

８４８４サンプル数

０.６１９０.６２９R-sq:　within

０.８６２０.８３２between

０.６８１０.６７１overall

ハウスマン検定

１１.７５χ2

０.００３Prob>chi2

変量効果モデル固定効果モデル

標準誤差係数標準誤差係数

０.０７８*** ０.６３２０.０９０*** ０.４７１所得・収入に関する満足度

０.０２９*** ０.１４８０.０２８*** ０.１６１タブレット型端末保有割合

３.４１２***３６.６４１３.９６６***４３.７１７定数項

８４８４サンプル数

０.５５１７０.５６２R-sq:　within

０.８６８６０.８４２between

０.６３４６０.６２５overall

ハウスマン検定

９.６７χ2

０.００８Prob>chi2

変量効果モデル固定効果モデル

標準誤差係数標準誤差係数

０.０８５*** ０.７７２０.１０７***　０.６２８所得・収入に関する満足度

０.０５３ ０.０２９０.０９５－０.０４４パソコン保有割合

５.０２１***３１.５４７９.６１５*** ４３.５９８定数項

８４８４サンプル数

０.３５５０.３６０R-sq:  within

０.９０７０.９３１between

０.５２００.５０５overall

ハウスマン検定

５.７１χ2

０.０５８Prob>chi2
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表４　現在の生活に対する満足度と ICT 機器保有割合のパネル分析
（刑法犯検挙数対し人口比率（交通業過を除く）・　 　  
所得・収入に関する満足度を説明変数に加えたケース）

変量効果モデル固定効果モデル

標準誤差係数標準誤差係数

０.０７４*** ０.６０２０.０８３*** ０.４９０所得・収入に関する満足度

０.３７０ ０.４８０１.１６５ １.６３９犯罪比率

０.０１９*** ０.１２２０.０３１*** ０.１５５スマートフォン保有割合

３.２３４***３３.０５９６.５７９***３２.９３０定数項

８４８４サンプル数

０.６２５７０.６３９R-sq:　within

０.８３４３０.６６８between

０.６８７１０.６４７overall

ハウスマン検定

１４.６５χ2

０.００２Prob>chi2

変量効果モデル固定効果モデル

標準誤差係数標準誤差係数

０.０８０*** ０.６２１０.０９１*** ０.４７７所得・収入に関する満足度

０.３９５ ０.２６８１.５２８ ０.８０５犯罪比率

０.０３２*** ０.１５７０.０６３*** ０.１９１タブレット型端末保有割合

３.４８９***３６.１８５７.３１７***４０.４８４定数項

８４８４サンプル数

０.５５３３０.５６３R-sq:  within

０.８４８２０.７４１between

０.６３６７０.６２０overall

ハウスマン検定

１１.５χ2

０.００９Prob>chi2

変量効果モデル固定効果モデル

標準誤差係数標準誤差係数

０.０８４***　０.７７１０.０９７***　０.５０７所得・収入に関する満足度

０.４２１－０.６２７０.７６９***－３.５６１犯罪比率

０.０５４　０.０４９０.０８８　０.０８５パソコン保有割合

４.９８８*** ３１.８５７８.５６０*** ４９.７１４定数項

８４８４サンプル数

０.３９７２０.５１２R-sq:　within

０.８５６９０.０４５between

０.５３３２０.２５８overall

ハウスマン検定

１５.７４χ2

０.００１Prob>chi2
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表５　自己啓発・能力向上と ICT 機器保有割合のパネル分析

変量効果モデル固定効果モデル

標準誤差係数標準誤差係数

０.０１１*０.０２１０.０１２０.０１８スマートフォン保有割合

０.７００***７.０５５０.７０２***７.２１９定数項

８４８４サンプル数

０.０３３５０.０３３５R-sq:　within

０.１８４３０.１８４３between

０.０４３５０.０４３５overall

ハウスマン検定

１.３９χ2

０.２３９Prob>chi2

変量効果モデル固定効果モデル

標準誤差係数標準誤差係数

０.０１８**０.０３６０.０１８*０.０３１タブレット型端末保有割合

０.４６７***７.４５００.４５７***７.５６９定数項

８４８４サンプル数

０.０３８９０.０３８９R-sq:　within

０.２３６８０.２３６８between

０.０５０５０.０５０５overall

ハウスマン検定

２.５３χ2

０.１１２Prob>chi2

変量効果モデル固定効果モデル

標準誤差係数標準誤差係数

０.０３６*－０.０６１０.０４９***－０.１４５パソコン保有割合

２.６５９*** １２.７７８３.６１９*** １９.０００定数項

８４８４サンプル数

０.１１０１０.１１０１R-sq:　within

０.０２５５０.０２５５between

０.０１２４０.０１２４overall

ハウスマン検定

６.３９χ2

０.０１２Prob>chi2
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表６　自己啓発・能力向上と ICT 機器保有割合のパネル分析
　　　（所得・収入に関する満足度を説明変数に加えたケース）

変量効果モデル固定効果モデル

標準誤差係数標準誤差係数

０.１０１***０.４３４０.１０７***０.４１７所得・収入に関する満足度

０.０１０**０.０２３０.０１１**０.０２２スマートフォン保有割合

０.９６０***３.９５８１.０１１***４.１８６定数項

８４８４サンプル数

０.２０４４０.２０４５R-sq:　within

０.３４２０.３４０５between

０.２２７２０.２２７overall

ハウスマン検定

０.５３χ2

０.７６６Prob>chi2

変量効果モデル固定効果モデル

標準誤差係数標準誤差係数

０.１００***０.４３３０.１０７***０.４１９所得・収入に関する満足度

０.０１６**０.０３８０.０１７**０.０３６タブレット型端末保有割合

０.８２２***４.４２６０.８６９***４.５７８定数項

８４８４サンプル数

０.２１１９０.２１１９R-sq:　within

０.３２８３０.３２７４between

０.２３２２０.２３２１overall

ハウスマン検定

０.３７χ2

０.８３２Prob>chi2

変量効果モデル固定効果モデル

標準誤差係数標準誤差係数

０.１０２***　０.４１６０.１０４***　０.３７４所得・収入に関する満足度

０.０３３*－０.０５７０.０４５***－０.１３１パソコン保有割合

２.５２６***　９.６４６３.４９７*** １５.４１６定数項

８４８４サンプル数

０.２１９１０.２４８R-sq:　within

０.０８０１０.００１７between

０.１８４２０.１２２７overall

ハウスマン検定

６.０１χ2

０.０５０Prob>chi2
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表７　レジャー・余暇生活と ICT 機器保有割合のパネル分析

変量効果モデル固定効果モデル

標準誤差係数標準誤差係数

０.０１３ ０.０１７０.０１４ ０.０１４スマートフォン保有割合

０.８０７***１１.４８３０.８３８***１１.６７１定数項

８４８４サンプル数

０.０１４５０.０１４５R-sq:　within

０.１２７３０.１２７３between

０.０２０３０.０２０３overall

ハウスマン検定

０.７０χ2

０.４０３Prob>chi2

変量効果モデル固定効果モデル

標準誤差係数標準誤差係数

０.０２０７* ０.０３７５０.０２１５ ０.０２９９タブレット型端末保有割合

０.５２５９***１１.６２２８０.５４３８***１１.８００５定数項

８４８４サンプル数

０.０２６６０.０２６６R-sq:　within

０.３００８０.３００８between

０.０３８６０.０３８６overall

ハウスマン検定

１.７０χ2

０.１９２Prob>chi2

変量効果モデル固定効果モデル

標準誤差係数標準誤差係数

０.０３６－０.０１１０.０６０*－０.１１３パソコン保有割合

２.６５８*** １３.３５１４.４２５*** ２０.８９１定数項

８４８４サンプル数

０.０４８３０.０４８３R-sq:　within

０.０８６３０.０８６３between

０.００１０.００１overall

ハウスマン検定

４.５４χ2

０.０３３Prob>chi2



４．ま　　と　　め

以上の実証分析の結果をまとめると以下のようになる。

スマートフォンとタブレット端末の保有世帯割合が，現在の生活に対する満足度につい

て両者ともプラスに影響していることかわかった（p＜０.０１）。

スマートフォンの保有世帯割合が，自己啓発・能力の面での現在の生活の満足度にプラ

スの効果を与えていることがわかった（p＜０.１）。

タブレット端末の保有世帯割合については，自己啓発・能力の面とレジャー・余暇面と

もに現在の生活の満足度にプラスの効果を与えていることがわかった（前者 p＜０.０５，後

者 p＜０.１）。

多数の先行文献が，スマートフォンが人々の幸福感にマイナスの影響があるという結論

を導き出している。スマホ依存は睡眠や健康にも悪影響がある。本稿の実証分析は，現在

の生活に対する満足度や自己啓発・能力の面での現在の生活の満足度にプラスの効果があ

るという結論を示している。スマートフォンを何の目的で使用するのかという観点が重要

である。本稿では自己啓発・能力の観点に着目した。情報を迅速に検索するためにはス

マートフォンはとても便利なツールである。ニュースや英会話のスマホアプリが充実して

おり，自己啓発や能力の向上を，自分の好きな時間と場所でできる。

今後の研究課題としては，スマートフォンの使用時間や頻度，年齢別の分析を行うこと

である。本稿ではスマートフォンを自己啓発や能力の向上を目的に使用することが可能で

あることは示すことはできたが，他方なぜスマホ依存依存が生じ睡眠や健康にも悪影響が

あることは分析できていない。

また本稿では都道府県別のデータを用いた実証分析である。個人を対象とした実証分析

を行うことも課題である。推計方法もパネル固定効果モデルと変量効果モデルしか用いて

いない。説明変数の内生性の問題を考慮するには，さらに操作変数法や，system GMM 

を用いた分析を行うことも今後の課題である。

タブレット端末の普及率はグラフ１にもあるように，スマートフォンの普及率と比べる

とまだ高くない。しかしながら本稿の分析結果からすると，自己啓発・能力の面とレジャー・

余暇面ともに現在の生活の満足度にプラスの効果を与えていることがわかった。スマート

フォンと比較して，依存性が高くないのかどうかについての研究も今後の課題としたい。

インターネットが世界的に人々の生活や経済活動に影響を与えてきたことは論じるまで
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もない。スマートフォンやタブレット端末はさらにその流れを加速させるものと考えられ

る。様々な本面からの研究が必要となる。
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